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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期
第２四半期
連結累計期間

第35期
第２四半期
連結累計期間

第34期
第２四半期
連結会計期間

第35期
第２四半期
連結会計期間

第34期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 19,055,60315,217,66410,436,7147,852,28735,006,210

経常利益（千円） 489,905 262,031 372,487 268,017 35,911

四半期純利益又は
当期純損失（△）（千円）

119,540 144,830 122,664 188,082△526,791

純資産額（千円） ― ― 10,169,4179,442,8099,008,789

総資産額（千円） ― ― 27,954,14424,337,17525,097,632

１株当たり純資産額（円） ― ― 880.07 824.02 796.21

１株当たり四半期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）
（円）

12.42 16.10 12.91 20.91 △56.16

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円）

12.10 16.02 12.68 ― ―

自己資本比率（％） ― ― 29.2 30.5 28.5

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー（千円）

1,083,3851,437,766 ― ― 257,395

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー（千円）

179,884△114,830 ― ― △826,344

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー（千円）

△991,691△849,884 ― ― 14,534

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（千円）

― ― 2,943,7762,540,6312,028,201

従業員数（名） ― ― 929 913 899

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第34期第２四半期連結累計期間の四半期純利益及び第34期の当期純損失については、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」の適用に伴うたな卸資産評価損の計上が影響を及ぼしております。

４．第35期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

５．第34期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。

６．従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、連結子会社である㈱サンヨーオーエー中部を存続会社とする吸収合併により、

連結子会社である㈱サンヨーオーエー新潟が解散しております。なお、これにより㈱サンヨーオーエー中部に対する

議決権の所有割合が59.5％（うち間接所有59.5％）になっております。

　また、以下の会社が新たに関係会社となりました。

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業
の内容

議決権の所有
（被所有）
割合（％）

関係内容

（連結子会社） 　 　

　㈱サンヨーオーエー札幌 札幌市北区 10,000　
光学機器

関連事業

51.0

(51.0)　

光学機器を国内販売して

おります。

　㈱ＳＵＷＡオプトロニクス

（注）３　
長野県茅野市 100,000　 同上

100.0

(100.0)　

光学機器等の製造販売を

予定しております。

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有(被所有)割合欄の（　）は間接所有割合で、内数で記載しております。

３．㈱ＳＵＷＡオプトロニクスは、「第２　事業の状況　３　経営上の重要な契約等　(1)」に記載のとおり、連結

子会社である㈱エルモ社が、事業譲渡契約に伴い事業継承の受皿会社として設立いたしました。　

　

４【従業員の状況】

　(1）連結会社の状況 平成21年９月30日現在

従業員数（名） 913（170）

　（注）　従業員数は就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外書で記載し

ております。

　(2）提出会社の状況 平成21年９月30日現在

従業員数（名） 244 （76）

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外書で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子機器関連事業         

情報通信機器 2,958,543 △21.3

ＦＡ関連機器 441,889 △56.6

その他の電子機器 429,247 ＋557.3

計 3,829,680 △20.9

光学機器関連事業 2,982,218 △16.8

合計 6,811,899 △19.2

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別
セグメントの名称

受注高 受注残高

金額（千円）
前年同四半期比
（％）

金額（千円）
前年同四半期比
（％）

電子機器関連事業                 

情報通信機器 2,917,523 △21.2 2,168,763 ＋38.3

ＦＡ関連機器 536,107 △36.9 458,332 △32.4

その他の電子機器 397,538 ＋2,334.8 57,042 △17.9

合計 3,851,169 △15.7 2,684,138 ＋15.9

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

３．光学機器関連事業は受注生産を行っていないため、受注高及び受注残高はありません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

電子機器関連事業         

情報通信機器 2,734,524 △31.3

ＦＡ関連機器 417,503 △57.6

その他の電子機器 404,809 ＋544.5

計 3,556,837 △29.3

光学機器関連事業 4,295,450 △20.5

合計 7,852,287 △24.8

　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

㈱ハギワラシスコム 2,614,496 25.1 1,913,354 24.4

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

(1) 連結子会社の株式会社エルモ社（以下「エルモ社」）は、平成21年７月23日開催の取締役会において、民事再生

手続中であるチノンテック株式会社（以下「チノンテック」）との間で、事業譲渡契約の締結をすることを決議

し、同日付けで当契約を締結いたしました。

なお、平成21年９月24日に再生計画案が東京地方裁判所にて認可決定されました。

また、エルモ社は、平成21年８月21日開催の取締役会において、事業継承の受皿会社として設立いたしました株式

会社ＳＵＷＡオプトロニクスが、チノンテックとの間で同社が所有する中国子会社２社に関し出資持分譲渡協議書

を締結いたしました。

これは、株式会社ＳＵＷＡオプトロニクスが、チノンテックより同社中国子会社２社の出資持分を全て譲受ける

もので、取得価格は上記事業譲渡の譲受価額に含まれております。

①　事業譲受けの目的

エルモ社は、光学技術をコアとして書画カメラをはじめとする各種映像機器の開発・製造・販売を中心に事業

展開しております。この度、チノンテックが保有する優れた光学・精密機器技術力や電子機器生産能力を譲受け、

グループの光学・精密機器事業を拡大すると共に、同社が100％出資している中国工場（蘇州・東莞の２拠点）

を承継する事業の製造面における核とすると共に、エルモ社の中国進出における製造拠点とすることを目的とし

ております。

②　相手会社の名称

チノンテック株式会社

③　譲受ける事業の内容

レンズ製造、デジタルカメラ・プロジェクタ用光学ユニット製造、光学測定・検査機器開発・製造、光学製品用

金型製造

④　譲受価額

722百万円

⑤　子会社となる会社の概要

商号 蘇州智能泰克有限公司 東莞旭進光電有限公司

所在地 中国江蘇省蘇州市工業園区??北区楊東路180号
中国広東省東莞市長安鎮烏沙区李屋村興発南路西

三街３号

事業内容 プロジェクタ用光学ユニットの製造組立
デジタルカメラ・プロジェクタ用光学ユニットの

製造組立、レンズ製造、プラスチック製品製造

資本金 4,700千米ドル（約446百万円） 375百万円（内、払込済7.5百万円）

従業員数 509名（平成20年12月現在） 1,462名（平成21年６月現在）

⑥　事業譲受日程

　平成21年10月30日

(2）当社と連結子会社の株式会社エルモ社は、平成21年12月25日開催予定の両社の臨時株主総会における承認を前提

として、平成22年４月１日（予定）を期して、株式移転によりテクノホライゾン・ホールディングス株式会社を設

立することについて合意に達し、平成21年10月30日開催の両社取締役会において承認のうえ、同日付けで両社の経

営統合に関する「共同持株会社設立に関する契約書」を締結いたしました。

　　なお、詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　重要な後発事象」に記載のとおりであり

ます。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項につきましては、当第２四半期報告書提出日（平成21年11月13日）現在において当

社企業グループが判断したものであります。

(1）業績の状況　

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部に生産調整の進展に伴う底打ち感が見られ、また、政府に

よる大規模な経済対策等も加わり、景気は回復に向かうことが期待されますが、設備投資に対する抑制のほか、雇用

情勢や為替変動の影響は未だ懸念されており、先行き不透明感は当面続くものと予想しております。

　このような状況下において、当社企業グループは、電子機器関連事業においては、各社ごとに、技術開発力を生かし

た受注獲得活動を積極的に推進するとともに、従前にも増して経費の削減を進める等、業績の改善に向け、総力を挙

げております。

　また、光学機器関連事業においては、主力の書画カメラが米国市場の一時的な停滞から改めて需要が拡大し始め、

また、前年設置の英国・台湾のマーケティング拠点並びに海外現地法人を主体にグローバルマーケティング活動を

推進し、国内でもスクール・ニューディール政策をフォローの風と受け止め、事業体制の強化に取組みました。ま

た、当期間において民事再生手続中のチノンテック株式会社との間で同社の事業を譲受ける契約を締結しました。

　経常利益において、電子機器関連事業で当社が期初の予想を上回ったほか、光学機器関連事業では、仕入に対する

為替差益の増加が寄与し、また、四半期純利益につきましては、前記に加えて、政府より優遇税制の適用を受けてお

りますタイの生産子会社（ELMO Industry (Thailand) Co., Ltd.）における米国初等教育市場向け書画カメラの

大幅増産による利益の増加が寄与しました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高7,852百万円（前年同期比24.8％減）、営業利益238百万

円（前年同期比31.5％減）、経常利益268百万円（前年同期比28.0％減）、四半期純利益188百万円（前年同期比

53.3％増）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①　電子機器関連事業

　電子機器関連事業において、設備投資意欲の後退から、ＦＡ関連やセキュリティ関連については未だ回復基調

とはなっておらず、取引先の予算執行も先延ばしが多くなっております。その中、薄利の製品売上は予想を上回

り、売上高としては増加したものの、獲得案件の利益率が低下しており、コスト削減を徹底して行いましたが、

収益的には結果は芳しくありませんでした。

　この結果、電子機器関連事業における当第２四半期連結会計期間の売上高は3,657百万円（前年同期比29.3％

減）となりました。また、営業利益は49百万円（前年同期比283.8％増）となりました。

②　光学機器関連事業　

　光学機器関連事業では、米国初等教育市場における書画カメラの需要は順調に拡大しましたが、国内販売の不

振に加え、海外売上比率が高い中で円高が前期より進行したことにより、売上高並びに営業利益が低下しまし

た。

　この結果、光学機器関連事業における当第２四半期連結会計期間の売上高は4,305百万円（前年同期比20.7％

減）となりました。また、営業利益は204百万円（前年同期比42.3％減）となりました。

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。　

　「日本」は、電子機器関連事業の受注低迷のほか、光学機器関連事業における監視カメラ・映像ソリューション分

野の落ち込みにより、当第２四半期連結会計期間の売上は7,290百万円（前年同期比27.7％減）となり、営業損失が

42百万円（前年同期は営業利益163百万円）となりました。

　「日本」以外の所在地につきましては、光学機器関連事業のみが海外事業を展開しており、「北米」は、米国にお

ける書画カメラの販売が復調したものの、為替円高の影響を受け、売上高は2,078百万円（前年同期比20.3％減）、

営業利益が120百万円（前年同期比30.8％減）となりました。

　「欧州」は、最大市場の英国向けを株式会社エルモ社本社からの直接貿易に切り替えたこともあり、売上高は80百

万円（前年同期比38.3％減）、営業損失が３百万円（前年同期は営業利益３百万円）となりました。「アジア」は、

タイ工場が米国向け書画カメラ生産の増加で、売上高900百万円（前年同期比43.3％増）、営業利益106百万円（前

年同期比223.2％増）となりました。
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(2）財政状態　

　当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、現金及び預金の増加のほか、有形固定資産は増加したものの、売上債

権の減少やたな卸資産の減少などにより、総資産は前連結会計年度末に比べ760百万円減少して24,337百万円とな

りました。総負債は、仕入債務の減少や借入金の減少などにより、前連結会計年度末に比べて1,194百万円減少して

14,894百万円となりました。また、純資産は、繰延ヘッジ損益や為替換算調整勘定の増加などにより、前連結会計年

度末に比べ434百万円増加して9,442百万円となりました。自己資本比率は前連結会計年度末に比べ2.0ポイント増

加して30.5％となりました。

(3）キャッシュ・フローの状況　

　当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整

前四半期純利益が267百万円の収入となったほか、売上債権の減少額が861百万円、たな卸資産の減少額が390百万円

となったことなどにより、営業活動により得られた資金は633百万円となり、投資活動においては、固定資産の取得

などで51百万円を支出、また、財務活動において借入金の返済などにより415百万円を支出したことから、第１四半

期連結会計期間末に比べ174百万円増加して、2,540百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第２四半期連結会計期間において営業活動の結果、得られた資金は前年同期に比べて537百万円減少して633

百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益が267百万円の収入となったほか、売上債権の減少

額が861百万円、たな卸資産の減少額が390百万円となったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第２四半期連結会計期間において投資活動の結果、使用した資金は51百万円（前年同期は377百万円の収入）

となりました。これは主に、有形固定資産の取得により26百万円、無形固定資産の取得により28百万円を支出した

ことなどを反映したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において財務活動の結果、使用した資金は前年同期に比べて827百万円減少して415

百万円となりました。これは主に、借入金の返済などを反映したものであります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第２四半期連結会計期間において、当社企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動　

　当第２四半期連結会計期間における当社企業グループ全体の研究開発費の総額は、212百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社企業グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し　

　当社企業グループを取り巻く事業環境は、客先の受注調整継続や価格競争、為替の円高等、未だ厳しい状態であり、

この状況を踏まえて、成長分野に経営資源を集中するほか、市場動向を先取りした新製品を開発すべく対応するこ

と等により、今後のグループの成長に向けた体制作りを高めてまいります。

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析　

　当社企業グループの所要資金は、自己資金のほか、金融機関借入金もしくは市場資金により調達しており、そのう

ち金融機関借入金については、基本的に運転資金は原則１年以内の短期借入金とし、設備資金や投資資金は３年か

ら５年の長期借入金で調達しております。現在借入金は手形割引高14百万円を含め6,404百万円であり、短期借入率

は73.9％となっております。

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産14,769百万円に対して、流動負債は10,884百万円で流動比率は

135.7％であり、また、現金及び預金は前連結会計年度末に比べ477百万円増加の2,696百万円を所持しており、財務

状態は健全であると考えております。

　なお、資金運用につきましては、投機目的の資金投資は一切避け、金融機関を中心とし、かつ価格変動の影響の少な

い商品に範囲を限定しております。

(8）経営者の問題認識と今後の方針について　

　当社企業グループの経営陣は、引き続き、財務報告の信頼性の確保や、反社会的勢力の排除に向けた体制を含め、内

部統制を厳正に管理・運用してまいります。
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第３【設備の状況】

(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画　

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。

　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,055,117 10,055,117ジャスダック証券取引所
単元株式数

100株

計 10,055,117 10,055,117 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成21年７月１日～　　

　平成21年９月30日
― 10,055,117 ― 2,250,844 ― 2,520,409
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

㈲野村トラスト 名古屋市瑞穂区下山町２－19－１ 980 9.74

野 村 利 昭 名古屋市瑞穂区 754 7.50

ジェイピー　モルガン　クリアリング　コープセ
ク

(常任代理人　シティバンク銀行㈱)

ONE METROTECH CENTER NORTH,
BROOKLYN, NY 11201

(東京都品川区東品川２－３－14)
424 4.21

竹 田 和 平 名古屋市天白区 370 3.67

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口)東京都中央区晴海１－８－11 324 3.23

野 村 拡 伸 名古屋市瑞穂区 316 3.14

第一生命保険(相)

(常任代理人　資産管理サービス信託銀行㈱)

東京都千代田区有楽町１－13－１

(東京都中央区晴海１－８－12)
290 2.88

㈲野村興産 名古屋市瑞穂区下山町２－19－１ 285 2.83

㈱大垣共立銀行

(常任代理人　資産管理サービス信託銀行㈱)

岐阜県大垣市郭町３－98

(東京都中央区晴海１－８－12)
264 2.62

タイテック従業員持株会 名古屋市南区千竈通２－13－１ 219 2.18

計 ― 4,228 42.05

　（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式数は、すべて信託業務に係るものであります。

２．上記のほか、自己株式が1,060千株あります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等）  ― ― ―

議決権制限株式（その他）  ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,060,300 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,985,400 89,854 ―

単元未満株式 普通株式 9,417 ― ―

発行済株式総数 　 10,055,117 ― ―

総株主の議決権  ― 89,854 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株（議決権の数11個）

含まれております。　

 

②【自己株式等】

　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社タイテック
名古屋市南区

千竈通２－13－１
1,060,300 ― 1,060,300 10.54

計 ― 1,060,300 ― 1,060,300 10.54

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 213 243 300 315 309 303

最低（円） 173 177 233 255 285 250

　（注）　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日以降、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,696,348 2,218,579

受取手形及び売掛金 5,092,571 5,856,967

商品及び製品 2,013,634 2,446,560

仕掛品 1,780,151 1,402,683

原材料及び貯蔵品 2,045,851 2,238,754

その他 1,167,176 1,624,340

貸倒引当金 △26,221 △20,925

流動資産合計 14,769,513 15,766,961

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,617,012 2,675,493

土地 4,429,454 4,422,995

その他（純額） 1,096,887 883,679

有形固定資産合計 ※1
 8,143,354

※1
 7,982,169

無形固定資産 239,835 254,708

投資その他の資産

その他 1,155,798 1,106,398

貸倒引当金 △17,218 △12,604

投資その他の資産合計 1,138,579 1,093,794

固定資産合計 9,521,768 9,330,671

繰延資産 45,893 －

資産合計 24,337,175 25,097,632

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,736,511 5,145,872

短期借入金 4,715,637 5,541,880

未払法人税等 40,414 57,830

役員賞与引当金 － 10,230

リコール損失引当金 17,425 43,836

その他 1,374,998 1,352,362

流動負債合計 10,884,987 12,152,012

固定負債

長期借入金 1,674,488 1,526,701

退職給付引当金 2,040,563 2,090,284

役員退職慰労引当金 66,992 66,992

負ののれん 85,858 128,942

その他 141,476 123,911

固定負債合計 4,009,379 3,936,831

負債合計 14,894,366 16,088,843
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,250,844 2,250,844

資本剰余金 2,447,767 2,447,767

利益剰余金 3,329,437 3,274,555

自己株式 △428,241 △428,210

株主資本合計 7,599,807 7,544,956

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,902 △5,704

繰延ヘッジ損益 23,250 △86,896

為替換算調整勘定 △216,081 △290,567

評価・換算差額等合計 △187,928 △383,169

少数株主持分 2,030,930 1,847,001

純資産合計 9,442,809 9,008,789

負債純資産合計 24,337,175 25,097,632
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 19,055,603 15,217,664

売上原価 15,506,854 12,423,744

売上総利益 3,548,749 2,793,920

販売費及び一般管理費 ※1
 3,094,725

※1
 2,630,429

営業利益 454,023 163,490

営業外収益

受取利息 11,907 3,576

受取配当金 2,030 1,017

負ののれん償却額 60,983 41,025

為替差益 － 65,025

その他 25,768 38,160

営業外収益合計 100,689 148,804

営業外費用

支払利息 48,921 36,754

その他 15,886 13,509

営業外費用合計 64,807 50,264

経常利益 489,905 262,031

特別利益

固定資産売却益 585 281

貸倒引当金戻入額 2,193 －

リコール損失引当金戻入額 － 28,905

その他 － 397

特別利益合計 2,778 29,584

特別損失

固定資産除却損 14,190 8,757

投資有価証券評価損 1,652 4,295

持分変動損失 41,508 7,118

たな卸資産評価損 ※2
 389,051 －

その他 4,225 －

特別損失合計 450,627 20,171

税金等調整前四半期純利益 42,056 271,444

法人税等 △174,987 28,398

少数株主利益 97,503 98,214

四半期純利益 119,540 144,830

EDINET提出書類

株式会社タイテック(E02022)

四半期報告書

15/31



【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 10,436,714 7,852,287

売上原価 8,421,727 6,315,570

売上総利益 2,014,987 1,536,716

販売費及び一般管理費 ※
 1,666,319

※
 1,297,839

営業利益 348,667 238,876

営業外収益

受取利息 3,358 811

受取配当金 970 499

負ののれん償却額 30,491 20,512

為替差益 19,193 10,652

その他 9,899 21,969

営業外収益合計 63,913 54,445

営業外費用

支払利息 28,668 15,853

その他 11,425 9,451

営業外費用合計 40,094 25,304

経常利益 372,487 268,017

特別利益

固定資産売却益 408 105

貸倒引当金戻入額 909 －

リコール損失引当金戻入額 － 7,318

その他 － 105

特別利益合計 1,318 7,529

特別損失

固定資産除却損 13,744 7,794

持分変動損失 40,142 －

特別損失合計 53,886 7,794

税金等調整前四半期純利益 319,919 267,752

法人税等 134,046 9,120

少数株主利益 63,207 70,549

四半期純利益 122,664 188,082
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 42,056 271,444

減価償却費 387,036 366,387

負ののれん償却額 △60,983 △41,025

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,800 △4,030

退職給付引当金の増減額（△は減少） △96,008 △49,720

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △38,015 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,624 9,423

受取利息及び受取配当金 △13,937 △4,593

支払利息 48,921 36,754

投資有価証券評価損益（△は益） 1,652 4,295

有形固定資産売却損益（△は益） △585 △281

有形固定資産除却損 14,190 8,757

持分変動損益（△は益） 41,508 7,118

売上債権の増減額（△は増加） 270,138 815,649

たな卸資産の増減額（△は増加） △463,864 357,448

仕入債務の増減額（△は減少） 1,129,086 △501,375

その他 107,610 78,641

小計 1,353,380 1,354,894

利息及び配当金の受取額 13,937 4,618

利息の支払額 △44,917 △38,243

法人税等の支払額 △239,015 △75,636

法人税等の還付額 － 192,133

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,083,385 1,437,766

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △241,707 △106,032

有形固定資産の売却による収入 707 447

無形固定資産の取得による支出 △47,726 △52,294

投資有価証券の取得による支出 △50,248 △2,050

投資有価証券の売却による収入 200 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 5,226

子会社の増資 438,711 9,450

貸付金の回収による収入 541 362

定期預金の預入による支出 △166,272 △125,000

定期預金の払戻による収入 225,000 159,785

その他 20,681 △4,724

投資活動によるキャッシュ・フロー 179,884 △114,830

EDINET提出書類

株式会社タイテック(E02022)

四半期報告書

17/31



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △555,800 △738,400

長期借入れによる収入 500,000 600,000

長期借入金の返済による支出 △550,411 △552,554

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △11,364

自己株式の取得による支出 △206,783 △31

配当金の支払額 △146,305 △90,201

少数株主への配当金の支払額 △32,391 △57,333

財務活動によるキャッシュ・フロー △991,691 △849,884

現金及び現金同等物に係る換算差額 △103,035 39,378

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 168,544 512,430

現金及び現金同等物の期首残高 2,775,232 2,028,201

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,943,776

※
 2,540,631
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

連結の範囲に関する事項の変

更

（1）連結の範囲の変更

　　㈱サンヨーオーエー札幌は、当第２四半期連結会計期間において株式を追加取得した

ため、当第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。なお、当第２四半

期連結会計期間は同社の貸借対照表のみを連結しております。

　　また、当第２四半期連結会計期間より、㈱ＳＵＷＡオプトロニクスは新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。　

　 （2）変更後の連結子会社の数

　　15社

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

前第２四半期連結会計期間において、有形固定資産の「その他（純額）」に含めて表示しておりました「建物及び

構築物（純額）」は、資産総額の100分の10を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしまし

た。なお、前第２四半期連結会計期間の有形固定資産の「その他（純額）」に含まれる「建物及び構築物（純額）」

は2,427,780千円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の一般債権の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の一般債権の貸倒実績

率等を使用して、当第２四半期連結会計期間末の一般債権の貸倒見積高の算定を行って

おります。

２．たな卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連

結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によってお

ります。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

税金費用の算定方法 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、見積実効税率を使用できない会社については、法定実効税率を使用しておりま

す。　

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、7,267,206千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、6,987,855千円で

あります。

　２　保証債務

　連結子会社以外の会社のリース債務に対して、次のと

おり債務保証を行っております。

　２　保証債務

　連結子会社以外の会社のリース債務に対して、次のと

おり債務保証を行っております。

㈱アロートラストシステムズ

(旧社名：日本テレネット㈱)
7,877千円

㈱アロートラストシステムズ

(旧社名：日本テレネット㈱)
13,075千円

　３　手形割引高及び裏書譲渡高 　３　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 14,522千円 受取手形割引高 54,748千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給料 904,842千円

役員賞与引当金繰入額 9,871〃

退職給付費用 33,317〃

試験研究費  495,234〃

リコール損失引当金繰入額 33,294　 〃　

給料 888,928千円

退職給付費用 38,665〃

試験研究費  370,822〃

貸倒引当金繰入額 8,847　 〃　

※２　たな卸資産評価損389,051千円には、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日）の適用に伴なう影響額296,256千円のほ

か、販売戦略見直しに伴なう事業撤退によるもの

92,794千円が含まれております。

　２　　　　　　    ──────

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料  455,435千円

役員賞与引当金繰入額 7,071〃

退職給付費用  17,332〃

試験研究費 294,821〃

リコール損失引当金繰入額 33,294　 〃

給料 445,256　 千円

退職給付費用  19,684〃

試験研究費 174,158〃
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 3,141,521千円　

預入期間が３か月を
超える定期預金

△197,745〃　

現金及び現金同等物 2,943,776千円　

　

現金及び預金勘定 2,696,348千円　

預入期間が３か月を
超える定期預金

△155,717〃　

現金及び現金同等物 2,540,631千円　

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 10,055千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,060千株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

 配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 89,948 10.0 平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
電子機器関連
事業（千円）

光学機器関連
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 5,030,6785,406,03510,436,714 ― 10,436,714

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
138,819 23,746 162,565 (162,565) ―

計 5,169,4975,429,78210,599,279(162,565)10,436,714

営業利益 12,828 354,180 367,008 (18,341)348,667

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
電子機器関連
事業（千円）

光学機器関連
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 3,556,8374,295,4507,852,287 ― 7,852,287

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
100,528 9,871 110,399 (110,399) ―

計 3,657,3654,305,3217,962,686(110,399)7,852,287

営業利益 49,237 204,431 253,668 (14,792)238,876

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
電子機器関連
事業（千円）

光学機器関連
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 9,562,3099,493,29419,055,603 ― 19,055,603

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
254,032 50,145 304,177 (304,177) ―

計 9,816,3419,543,43919,359,780(304,177)19,055,603

営業利益又は営業損失（△） △34,033 515,635 481,601 (27,577)454,023

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
電子機器関連
事業（千円）

光学機器関連
事業（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 7,053,3978,164,26615,217,664 ― 15,217,664

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
169,554 20,600 190,155 (190,155) ―

計 7,222,9528,184,86715,407,819(190,155)15,217,664

営業利益又は営業損失（△） △36,737 225,590 188,852 (25,361)163,490

　（注）１．事業区分は、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、親会社を中心とする電子応用製

品の開発、製造・販売を行う電子機器関連事業及び子会社㈱エルモ社を中心とする光学機器関連事業に区分

しております。

(1）電子機器関連事業……情報通信機器、ＦＡ関連機器、その他の電子機器の開発、製造・販売

(2）光学機器関連事業……書画カメラ、監視カメラなどの業務用カメラの開発、製造・販売

２．前第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、前第２四半期連結累計期間

の営業利益は、「電子機器関連事業」で28,462千円、「光学機器関連事業」で33,800千円それぞれ減少して

おります。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する 

売上高
7,704,4852,601,589130,639 ― 10,436,714― 10,436,714

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,373,0915,705 ― 628,4413,007,238(3,007,238)―

計 10,077,5772,607,294130,639628,44113,443,953(3,007,238)10,436,714

営業利益 163,280174,3283,576 32,938374,123(25,456)348,667

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する 

売上高
5,699,5432,072,10080,643 ― 7,852,287 ― 7,852,287

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,591,1346,575 ― 900,3082,498,018(2,498,018)―

計 7,290,6772,078,67680,643900,30810,350,305(2,498,018)7,852,287

営業利益又は

営業損失（△）
△42,430120,624△3,527106,457181,12457,752238,876

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する 

売上高
14,653,0194,062,809339,773 ― 19,055,603― 19,055,603

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,998,4625,705 ― 999,7435,003,911(5,003,911)―

計 18,651,4824,068,515339,773999,74324,059,515(5,003,911)19,055,603

営業利益 272,174239,72226,39320,641558,931(104,907)454,023

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

欧州
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する 

売上高
11,572,8853,497,041147,737 － 15,217,664－ 15,217,664

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,834,41911,711 － 1,490,2664,336,398(4,336,398)－

計 14,407,3053,508,752147,7371,490,26619,554,062(4,336,398)15,217,664

営業利益又は

営業損失（△）
△242,349145,553△8,559151,19645,841117,649163,490

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）北米……米国

(2）欧州……ドイツ

(3）アジア…タイ

３．前第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、前第２四半期連結累計期間

の営業利益は、「日本」で62,262千円減少しております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 3,047,312 266,728 62,172 3,376,213

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 10,436,714

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
29.2 2.6 0.6 32.3

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,555,234 212,530 87,073 2,854,839

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 7,852,287

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
32.5 2.7 1.1 36.4

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 4,529,772 604,321 120,261 5,254,355

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 19,055,603

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
23.8 3.2 0.6 27.6

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 4,285,572 407,905 144,079 4,837,557

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 15,217,664

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
28.2 2.7 0.9 31.8

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）北米………………米国、カナダ

(2）欧州………………イギリス、イタリア、ドイツほか

(3）その他の地域……アジア、大洋州ほか

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 824.02円 １株当たり純資産額 796.21円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

 純資産の部の合計額（千円） 9,442,809 9,008,789
純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 2,030,930 1,847,001
（うち少数株主持分） (2,030,930) (1,847,001)
普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額（千円） 7,411,878 7,161,787

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末（期

末）の普通株式の数（千株）
8,994 8,994

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 12.42円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 12.10円

１株当たり四半期純利益金額 16.10円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16.02円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 119,540 144,830

普通株式に係る四半期純利益（千円） 119,540 144,830

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,623 8,994

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） △3,009 △757

（うち連結子会社の潜在株式による調整額） (△3,009) (△757)

普通株式増加数（千株） 6 ―

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 12.91円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 12.68円

１株当たり四半期純利益金額 20.91円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 122,664 188,082

普通株式に係る四半期純利益（千円） 122,664 188,082

普通株式の期中平均株式数（千株） 9,501 8,994

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） △2,071 ―

（うち連結子会社の潜在株式による調整額） (△2,071) (―)

普通株式増加数（千株） 6 ―
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（重要な契約の締結）

当社と連結子会社の株式会社エルモ社（以下「エルモ社」）は、平成21年10月30日開催のそれぞれの取締役会にお

いて、平成22年４月１日を効力発生日とした株式移転（以下「本株式移転」）により、テクノホライゾン・ホール

ディングス株式会社（以下「共同持株会社」）を設立することについて決議し、同日付けで「株式移転計画書」を作

成し、「共同持株会社設立に関する契約書」を締結いたしました。

１．当該株式移転の目的

　当社は、電子応用製品（情報通信機器、ＦＡ関連機器及びその他の電子機器）の開発、製造、販売を主な事業とし、

また、当社の連結子会社でもあるエルモ社は、書画カメラ、監視カメラ等の光学機器の開発、製造、販売を主な事業と

し、相互のシナジーをはかりながら、両社はこれまで経営展開をしてまいりました。

  また、両社はそれぞれの傘下に子会社等を擁し、そのすべてのグループ会社が「技術力で社会に貢献すること」

をモットーにそれぞれ自立的な経営をすすめ、多種多様な電子製品、光学製品を生み出し、成長してまいりました。

　しかしながら、リーマンショック以降の経済環境の激変により、わが国の工業製品の国内需要は相対的に縮小する

一方で、世界需要は欧米中心から中国をはじめとするアジアの新興国中心へ軸足を移す中、新興国の「ものづくり

力」の強大化等の構造変化が起こっています。

　当社とエルモ社を中心としたグループ会社は、このような経済環境を受け、危機意識を共有し、時代の潮流に俊敏

に反応できる抜本的な構造改革が、今後不可欠であるという意見で一致いたしました。そのためにグループ各社の

力を更に結集し、時代に対処することが喫緊の課題となっております。　

　以上のように、当社並びにエルモ社は、時代状況に対する共通認識のもと、企業集団としての力の結集とグループ

各社の成長・発展をはかることを目的に、経営統合をすることで経営環境の激変や競争の激化を克服し、総体とし

ての企業価値の向上を目指すことに合意いたしました。　

　なお、統合方法につきましては、統合効果・目的のスムーズな実現と、両社従業員のモチベーション維持向上の観

点等から、株式移転による共同持株会社設立による経営統合が最良と判断いたしました。　　

２．当該株式移転の方法、株式移転に係る割当ての内容その他の株式移転計画の内容

①　当該株式移転の方法

　当社及びエルモ社は、平成22年４月１日（予定）をもって共同株式移転を行い、両社の発行済株式の全部を新た

に設立する共同持株会社に取得させるとともに、当社及びエルモ社の株主に対し、共同持株会社が株式移転に際

して発行する新株式を割当てる予定です。ただし、本株式移転の手続きを今後進める中で、やむを得ない状況が生

じた場合には、両社協議のうえ、日程を変更する場合があります。

②　株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

会社名 当社 エルモ社
株式移転比率 １　　 1.09

（注）１．株式の割当比率

　当社の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式１株を、エルモ社の普通株式１株に対して共同

持株会社の普通株式1.09株をそれぞれ割当て交付いたします。なお、本株式移転により、当社またはエル

モ社の株主に交付しなければならない共同持株会社の普通株式の数に１株に満たない端数が生じた場

合には、会社法第234条その他関連法令の規定に従い、当該株主に対し１株に満たない端数部分に応じた

金額をお支払いいたします。

　上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、両社協議のうえ、変更す

ることがあります。

　また、共同持株会社の単元株式数は、100株といたします。　

２．共同持株会社が本株式移転により交付する新株式数（予定）

普通株式21,063,340株　

　当社の発行済株式総数10,055,117株（平成21年９月30日時点）、エルモ社の発行済株式総数

11,073,000株（平成21年８月31日時点）に基づいて算出しており、当社及びエルモ社は共同持株会社設

立の前日までに、それぞれが保有する自己株式のうち実務上可能な範囲の株式を消却することを予定し

ているため、共同持株会社が交付する新株式数は変動いたします。　
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当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

③　株式移転の日程

平成21年11月２日（月）　　　　　臨時株主総会基準日公告（両社）

平成21年11月17日（火）（予定）　臨時株主総会基準日（両社）

平成21年12月25日（金）（予定）　株式移転計画承認臨時株主総会（両社）　

平成22年３月29日（月）（予定）　ジャスダック証券取引所上場廃止日（両社）※　

平成22年４月１日（木）（予定）　共同持株会社設立登記日（本株式移転効力発生日）

平成22年４月１日（木）（予定）　共同持株会社上場日　

※　ジャスダック証券取引所による平成21年４月８日付け通知「株券等の５日目決済及び期間売買停止の

廃止の実施予定日について」に基づいて当該日程としておりますが、株券等の５日目決済の廃止が予

定通り行われない場合は、上場廃止日は平成22年３月26日（金）（最終売買日は平成22年３月25日

（木））となる予定です。

　　ただし、本株式移転の手続き上の必要性その他の事由により必要な場合は両社協議のうえ、日程を変更する

場合があります。　

３．株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）の算定根拠

　当社及びエルモ社は、本株式移転に用いられる株式移転比率の公正性を期すため、当社は株式会社アタックス・

ビジネス・コンサルティング（以下「アタックス」）に対し、エルモ社は山田＆パートナーズコンサルティング

株式会社（以下「山田＆パートナーズ」）に対し、それぞれ株式移転比率の算定を依頼し、株式移転比率算定書

を受領しました。

　アタックスは、当社及びエルモ社の財務情報及び本株式移転の諸条件を分析したうえで、市場株価方式及び収益

還元方式を用いて、株式移転比率を算定いたしました。

　一方、山田＆パートナーズは、両社の市場株価や将来収益力等を多角的に分析するため、本株式移転の諸条件、並

びに財務及び税務デユー・ディリジェンスの結果を分析したうえで、市場株価方式及びＤＣＦ方式を主たる分析

方式して採用しております。

　当該第三者機関による算定結果を参考に、それぞれ両社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総

合的に勘案し、両社で株式移転比率について慎重に協議を重ねた結果、最終的に上記株式移転比率が妥当である

との判断に至り合意いたしました。

４．当該株式移転の後の株式移転設立完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資

産の額、総資産の額及び事業の内容

① 商号
テクノホライゾン・ホールディングス株式会社　
（英文名：TECHNO HORIZON HOLDINGS CO., LTD.）　

② 本店の所在地 名古屋市南区千竈通二丁目13番地１　
③ 代表者の氏名 代表取締役社長　　竹内　清
④ 資本金の額 2,500,000,000円
⑤ 純資産の額 未定
⑥ 総資産の額 未定

⑦ 事業の内容
電子機器、光学機器等の製造、販売等を行う子会社等の経営管理及びそれに付帯または関連
する事業

　

（重要な事業の譲受）

連結子会社の株式会社エルモ社が、平成21年７月23日にチノンテック株式会社との間で締結した事業譲渡契約につ

いて、株式会社エルモ社の100％子会社である株式会社ＳＵＷＡオプトロニクスがチノンテック株式会社より事業譲

受けを平成21年10月30日に完了し、譲受対象資産が確定いたしました。

　譲受資産ならびに価額

　　譲受対象資産

　　　固定資産　　　　　　722百万円

　　　譲渡対象資産総額　　722百万円

　　のれん代は発生いたしません。また、譲受対象の負債もありません。
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（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度

末に比べて著しい変動がありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

株式会社タイテック

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　山　昭　三

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 轟　　　芳　英

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岩　﨑　宏　一

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タイテック

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タイテック及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期

間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月12日

株式会社タイテック

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴　山　昭　三

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岩　﨑　宏　一

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タイテック

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タイテック及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社と連結子会社の株式会社エルモ社は平成21年10月30日開催のそれぞれ

の取締役会において、平成22年４月１日を効力発生日とした株式移転により、共同持株会社を設立することを決議し、同

日付けで「株式移転計画書」を作成し、「共同持株会社設立に関する契約書」を締結した。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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